
　今後は、マップを活用したワークショップの開催など、同町におけるSDGsの浸透に活用したい。また、目標間のインターリンケージ、特に、シナジー/

トレードオフ関係を表すことで、さらに同町の住民生活と密着を示せるよう改訂することも視野に入れたい。今後、マップの裏面にSDGsについての説

明などを加え、１枚でも理解できるような配布物とすることも課題である。また、マップによる広報効果を確認のちに、他自治体でも応用できる手法の

確立により、水平展開を狙う。	

　さらに、副次的効果として、町の施設の価値や機能を整理し、見直せる機能が 

あることも判明したが、マップ化の新たな効果を明確化し、実装することも考え 

ていきたい。	
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　 2015年に国連で持続可能な開発目標（以下、SDGs）が採択され、
内閣府のSDGs未来都市・モデル都市に代表されるように、日本の
自治体もSDGsを取り入れ始めた。北海道下川町では、町の総合
計画にSDGsを取り入れながら、誰一人取り残さない持続可能な町
の実現に取り組んでいる。しかし、トップダウンで自治体がSDGsに
取り組むだけでは不十分であり、町の持続可能性の実現には、住
民の認知や理解が必要不可欠である。それゆえ、本研究では、住
民のSDGsに対する理解を促進させることを目的に、日常生活と密
接な関係にあることを図示したマップを作成した。	

	

図1 SDGs	

図5 ワークショップの様子 	

本研究は、北海道下川町との共同研究によって実施された。	

①プロトタイプの作成とフィードバック	
　 まず、町内の主な施設や要素とSDGsの関連を
図示した。下川町は「誰ひとり取り残さないまち
づくり」を行なっているため、SDGsの目標全てが
揃ってこそ、現在の豊かな生活があるとする「統
合性」を意識できるよう工夫を施し、町役場担当
職員からフィードバックを受けた。	

　 これらの過程を経て,マップ（図6）が完成した。
マップの作成にあたって、特に住民が日常生活
で親しみを感じるのではないかと思われる事項
を優先して選定した。	

　参加者からは「町役場に

ほぼ全ての種類の目標が

集まるのは健全なのか」と

いう意見や、「役場の役割

を再認識することができた」

という声も寄せられた。	

図6 下川SDGsマップ	
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　この調査から見えてきた課題は、特に３つある。	
 	

１つ目：マイナス部分にも注意を払う必要がある。	

特に、ステップ２「優先課題を決定する」のバリューチェーンである。 SDGコンパス

では「企業の決定や活動により悪影響を受ける可能性のあるステークホルダーを

優先するよう」述べているが、企業は関連するステークホルダーやSDGsの目標を

言及しているものの、そのバリューチェーンが及ぼすマイナスの影響については言

及していない。マイナス部分の同定は、例えばNilsson(2016)が、SDGsに対して一

貫性のある行動のためにシナジー（良い影響）とトレードオフ（マイナスの影響）に

注意を払う必要性を述べているように、世界的にも求められている。	

	

２つ目：SDGs達成への貢献が不明である。	

例えば、企業はSDGsへの取り組みやその意欲を報告書では示しているものの、そ

れらが本当にSDGsの達成に貢献しているのか不明瞭な点である。SDGsには各目

標の達成度を測る指標があるため、SDGsが描く持続可能な社会の達成のために

は、各社は指標に貢献する活動が社会から求められる。	

	

３つ目：本業の経済活動に組み込まれていない。	

基本的にはCSRなど社会貢献分野で扱われており（統合報告書への記載は13社

のみ）、経済活動の中に組み込まれていないことである。	

図2 下川町の場所 
(出典：Google Map)	

②住民ワークショップによる意見収集 	

③結果の統合	

　 プロトタイプの段階に改良を加え、町の主な要
素や施設を描いた地図に、住民によってSDGsの
各目標を追加、要素を書き足すワークショップを
計２回29名へ実施した。４〜７名の小グループで
１枚の地図を作成してもらった。地理上、海洋に
接しない下川町では目標14に対してどのように
アプローチするか、目標10をどのように解すべき
か、などが課題として挙がった。	

１回目は町職員（15名、3グループ。ワークの前
にSDGsの概要を説明）、２回目は住民代表（町
の総合計画の策定委員、町長・副町長など14名、
2グループ）が参加した。	
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表2 施設ごとの目標一覧	

結果	

考察	

61個の	
目標 

意見の数が多い	
目標を大きく図示 

・インターリンケージの発見：ゴール２の裏にゴール１との関連を発見した参加者

がいた。目標で見ることで、その施設が内包する様々な意味や価値を再認識する

きっかけを提供できた。	

・改善点の確認：今回は施設とSDGsの関連性について考察したが、例えば町役場

では女性職員が少ないなど（繋がりがない）改善の余地があるといった側面も明らか

になった。町の中のシナジー/トレードオフを表すことによって、正確な実態の把握が

可能であり、精緻な分析が可能であると考える。	

　17の目標をマップ上に

配置した結果、のべ61個

の目標が示された（表2）。

その中で、住民意見が多

いものを大きく描いている。	

　出現回数では、目標12が

一番多い9個であった。これ

は、目標を洗い出す際に「生

活に密着するもの」を中心し

考えたことが要因と思われる。	
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下川町イメージキャラクター 
『しもりん』	

北海道下川町	
第１回ジャパンSDGsアワード内閣総理大臣賞/SDGs未来都
市。限界集落から森林循環経営を中心として、経済、社会、
環境を調和する取り組みを進め、移住者が増加している。総
合計画にもSDGsを反映し、「下川版SDGs」を策定。	 図3 下川町の様子	

図4 プロトタイプ段階 	

表１ ワークショップ詳細 	

※成果物であるマップについては、町役場の担当者及び住民からフィードバックを得た。	


